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解　説　編　　

１.民法改正について

　（１）施行された改正法

　　　「総則」から「債権」までにわたります。

平成２９年６月２日公布
　　　平成３２年(２０２０年)６月２日までに施行。
　（２）近い将来の改正
　　　　「相続」の分野　　　

平成３０年２月法制審議会で要綱案まとまる。
2. 「総則」から「債権」までの改正法の重要な点

a. 時　効　　　　　　　　　　　　　［　問題1.ご参照　］
（1）消滅時効期間の変更がなされた。
　　　ア.　債権者が権利を行使することができることを知った時から５年間行使しないとき　　ex　支払期限から５年間
　　　イ.　権利を行使できるときから１０年間行使しないとき
　
いずれか早い時点で消滅時効が完成⇒　債務者の援用で債権消滅

　　　　　実際上は、期限から５年間　　　　
ｃｆ　現行法では民事時効は、１０年間
　　（2）債権者の職業別の短期消滅時効の制度も廃止された。
　　　　　　cf 　現行法では、たとえば、売買代金債権２年  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事代金債権３年　　
b. 個人保証をとる場合への規制　　(法人＝保証人の場合は不適用)
　（1）極度額を定めること　　　　　　　　　　［　問題2.ご参照　］
　　　　　一定範囲に属する不特定の債務のための保証（「根保証」といいます）で個人が保証人となる場合は、元利金のみならず約定された違約金や損害賠償債務の全額について極度額を定めること
　⇒　　違反すると保証契約は無効となる

（例）　継続的売買契約や、賃貸借契約

（2）個人による根保証における元本の確定　　　［　問題3.ご参照　］
　　　　　根保証の保証人たる個人は、極度額までなら、いつまでも発生していく債務を保証しなければならないのか？
⇒　元本の確定＝債務の発生はストップ　という制度あり。
　　　　　
賃貸借契約などにおいて、賃借人（主債務者）やその保証人が死亡すると、元本確定する。　⇒　以後は、賃借人・相続人の利用により生じる賃料その他の債務は保証しない。

(3)主債務者が事業のために負担する貸金等の債務につき、個人との間に締結する保証契約　⇒　公正証書によらないと無効
　［　問題4.ご参照　］
　　　事業による債務　⇒　住宅購入やリフォームの借入や、住宅の賃借　についての保証には適用なし　

· 　ただし、経営者が保証人となる場合は、公正証書は不要
　　　　　理事、取締役、執行役、総株主の議決権の過半数保有株主、主債務者の事業に従事する配偶者など　　　　　
(4) 主債務者が事業のために負担する債務につき、個人に保証委託する場合
［　問題5.6.ご参照　］
　⇒　主債務者は、保証人に主債務者の財産及び収支の状況、当の主　　　　債務以外に負担する債務や履行状況などの情報提供をする義務を負う
⇒　主債務者がそれに違反し、これを債権者が知り又は知り得た場合

⇒　保証人は、保証契約の取消ができる　　　　
債権者側の注意

貸付等のときに保証人から「債務者から情報提供を受けています」との表明保証の書面を取り付けておくべき

3. 「相続」についての近い将来の改正の方向
a. 配偶者の保護　　　　　　　　　　　　　　　　［　問題7.ご参照　］
■　現行法での法解釈　　＜　最高裁平成8.12.17.判決　＞
　共同相続人の１人（たとえば妻など）が、相続開始前から被相続人の許諾を得て遺産である建物に被相続人と同居していたときは、特段の事情のない限り、被相続人とその相続人との間に、相続開始時を始期とし、遺産分割時を終期とする使用貸借契約が成立していたものと推定される。

　⇒　　配偶者には限られないが、

　　被相続人の同居相続人は、遺産分割が決まるまでは、居住できる。
■■　遺産分割などで、妻は自宅土地建物を取得すると預貯金を得られなくなるリスクあり。預貯金を得ようとすると自宅土地建物の取得を諦めざるを得なくなるリスクもあり。

改正案によれば、　配偶者は、相続により、これまで被相続人と居住していた建物の所有権を取得しない場合でも、下記の権利あり。　
（1）配偶者居住権
　　　　配偶者は、被相続人の所有建物に相続開始時に居住していたときは、次の場合、建物について無償で使用及び収益出来る。　　　
1. 遺産分割により取得
2. 遺贈により取得

3. 被相続人と配偶者との間に、「配偶者に配偶者居住権を取得させる」旨の死因贈与契約がある場合

　　

・原則として、配偶者の終身の間存続する。

・配偶者は、この権利を譲渡できないが、所有者の承諾あれば賃貸可。
　　　　・登記により第三者に対抗できる。
　　　　・他方、配偶者は善管注意義務を負うが、これを怠ると、所有者から配偶者居住権の消滅の意思表示によりこれを失う。
　　（2）配偶者短期居住権　　　　（1）の権利が無くても・・・・

　　　ア. 配偶者は、被相続人の所有建物に相続開始時に無償で居住しており、他の共同相続人と遺産分割がなされる場合　　
　　　　　⇒　　遺産分割により建物の帰属が確定した日又は相続開始から６か月経過する日の遅い日までの間、無償で使用できる。

　　　イ. 配偶者は、被相続人の所有建物に相続開始時に無償で居住しており、

　　　　ア.以外である場合
　　　　　⇒　　建物の所有権を相続又は遺贈により取得した者が、短期居住権の消滅を申入れした日から６か月経過するまでの間、無償で使用可。
　
（3）遺産分割の場合の持ち戻しの免除の推定
　　　　　婚姻期間２０年以上の夫婦の一方=被相続人が他の一方に居住建物又は敷地の遺贈又は贈与をした場合　⇒　持ち戻し免除の推定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　遺産分割の対象とはならない。
　　ｂ．遺産分割における仮払い制度
      （1）家庭裁判所の決定
　　　　　　遺産分割の調停または審判にて、相続財産に属する債務の弁済や相続人の生活日の支弁その他の事情あっての申し立て

　⇒　特定の預貯金の全部または一部を仮払い

　　　（2）各共同相続人の権利行使

　　　　　　預貯金のうち３分の１に共同相続人の法定相続分を乗じた額については、単独でもらえる。　（遺産分割の前払い）
　c.自筆証書遺言についての改善

　　（1）方式の緩和
　　　　　　相続財産の目録については、自署を要しない。
　　　　ただし、目録の各頁に署名押印すること

　　（2）法務局による保管

　　　　　　遺言者は、法務局に保管申請ができる。
　　　　　遺言者死亡の後は、相続人、受遺者、遺言執行者は法務局に閲覧請求、遺言書の画像情報の証明書の交付を請求できる。

d. 遺言執行者の権限の明確化

　　　　　就任したら遅滞なく遺言の内容を相続人に通知する義務
　　　　　特定遺贈や、遺言における履行や対抗要件の具備の権限　など

ｅ.遺留分制度の見直し

　　　　　遺留分権利者は、遺留分侵害額に相当する金銭の支払いを請求できる。
f.相続の効力の見直し

　　　　相続による権利の承継は、遺産分割や遺言などによる場合でも、法定相続分を超える部分は、登記、登録そのた対抗要件を備えないと第三者に対抗できない。
問　題　編　
【　総則～債権編　】
1. 　Ａ社は、飲食店経営の顧客に調度品の販売をしていたが、その社長交代のゴタゴタで管理に遅滞が起こり、売掛代金の支払期限から２年と数か月経過してしまったが、代金の取り立てをしていなかった。
今から、顧客に請求できますか。
現行民法第１７３条　　
「次に掲げる債権は、２年間行使しないときは、消滅する。
1. 生産者、卸売商人又は小売商人が売却した産物又は商品の代金にかかる債権」
2. 　Ｂは、貸しビルを、あるテナントに住宅として賃貸し、テナントの友人に連帯保証人として賃貸借契約書に署名押印してもらった。契約書には、連帯保証の条項として、「連帯保証人は、賃借人の賃料債務その他本契約から生じる一切の債務を連帯して保証する。」との定めがあるだけであった。
賃料不払いの時に、連帯保証人に請求出来ますか。
3. 　前問２.でＢから賃貸を受けていたテナントが死亡し、その相続人が賃借を継続していた。賃貸借契約には、「連帯保証の限度は、賃借人の賃料債務その他本契約による債務額合計３００万円までとする。」との極度額の定めがあった。しかし、テナントの相続人は、相続後の賃料について、半年分以上も不払いを起こしている。

連帯保証人に、その不払い分を請求できますか。
４.Ｃ社は、金融機関Ｘからの事業資金の借入のために、社長の友人に保証を依頼したところ、同人から快諾を得たので、パソコンで文書作成した金銭消費貸借契約書に連帯保証人としての署名押印をしてもらった。
　　Ｘは、連帯保証人に請求できますか。
５.Ｄ社は、金融機関Ｘからの事業資金の借入のために、社長の友人に保証を依頼したところ、同人からスムースに承諾を得たので、とくに同人に財産、収支、負債の状況などを知らせることなく、公証人役場に出頭してもらい、その保証の趣旨を公正証書にしてもらった。
　　Ｄ社は、このような保証の具体的経緯までＸ社に話している。
　Ｘは、連帯保証人に請求できますか。

６.Ｅ社では、金融機関Ｘからの事業資金の借入のために、非常勤取締役が保証をすることとしたので、とくに同人に財産、収支、負債の状況などを知らせることなく、金銭消費貸借契約書にその連帯保証人としての署名押印をしてもらった。
　　Ｅは、このような保証の具体的経緯までＸ社に話している。
　　Ｘは、連帯保証人に請求できますか。

【　相続編　】
　７.　被相続人Ｆ氏は、妻（75歳）と３人の娘たち　を残して、遺言もせずに死亡した。遺産としては、Ｆが生前において妻と２人で同居していた自宅土地建物と預貯金しかなかった。
      次の場合、妻は、自宅土地建物に住めますか。
　　　ア. 妻と娘らとは不仲ではないが、自宅土地建物の時価に比して預貯金の総額はかなり少なく、娘らは皆、法定相続分に応じた遺産の取得を望んでいる。

イ.妻は１０年前に嫁してきた後妻であり、娘らは先妻の子であって、後妻とは不仲であり、また住み慣れた自宅土地建物には強い愛着をもっている。

　
　　　ウ. Ｆは、妻とは２５年の婚姻関係にあったが、２年前に自宅土地建物を妻に贈与する契約をしていた。
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